
（様式２）

令和４年度「地域商業機能複合化推進事業」
提案書

	事業区分
（該当するものに◯）
	
	商店街等新機能導入促進事業（ハード事業）

	補助事業名
	

	補助事業者名
	

	事業実施場所
（＊１）
	
	事業実施期間
	令和　年　月～令和　年　月


＊１．商店街等の名称を記入してください。また、「商店街等と周辺の交通拠点、観光地、地域資源等との位置関係がわかる地図」を別添１－１（様式自由）として添付してください。

	１．補助事業の目的及び内容（事業の実施方法）

	（１）補助事業の実施内容及び実施方法

	１）事業の概要


２）事業説明
①商店街等の概況・課題
＊具体的に記載してください。
＊必要に応じてＲＥＳＡＳ（地域経済分析システム）もご活用ください。
（参考）地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）ホームページ
https://resas.go.jp/#/13/13101




②計画の概要
＊（ア）～（オ）に概要を記載いただき、本事業の実施による商店街等の中長期的発展を見据えた計画・ビジョン等を別添１－２（様式自由）として添付してください。
＊できる限り定量的な評価・分析を盛り込んでください。
＊現時点で検討している内容を記載してください。補助事業の実施の結果を踏まえ、アからオを検証いただき、見直し等に繋げていただくことになります。
（ア）地域住民・来街者等のニーズ・需要


（イ）ニーズ等を踏まえた商店街等のあるべき（目指す）姿


（ウ）あるべき姿に向けた商店街等に不足する機能とその導入方法


（エ）あるべき姿に向けた商店街等の既存店舗の事業や店舗構成の見直し


（オ）あるべき姿を実現し持続的な発展に繋げる仕組み


３）地方公共団体や国の計画との整合性
①市町村が定める地域のまちづくり計画や商業振興ビジョン等との整合性


②地方公共団体の創業支援等事業との連携
＊地方公共団体の創業支援等事業（産業競争力強化法に基づく創業支援等事業計画に位置づけられた事業等）と連携して補助事業を実施する場合、（ア）～（イ）に記載してください。

（ア）創業支援等事業の内容
＊必要に応じ「事業の内容を補足する資料」を別添１－３（様式自由）として添付してください。

（イ）創業支援等事業と補助事業との連携


③商店街活性化事業計画（地域商店街活性化法）における補助事業の位置づけ
＊位置づけがある場合、「補助事業が位置づけられている計画に関する資料（該当部分の抜粋）」を別添１－４（様式自由）として添付してください。


④中心市街地活性化基本計画（中心市街地活性化法）における補助事業の位置づけ
＊位置づけがある場合、「補助事業が位置づけられている計画に関する資料（該当部分の抜粋）」を別添１－５（様式自由）として添付してください。


⑤商店街活性化促進事業計画（地域再生法）における補助事業の位置づけ
＊位置づけがある場合、「補助事業が位置づけられている計画に関する資料（該当部分の抜粋）」を別添１－６（様式自由）として添付してください。


⑤地域再生エリアマネジメント負担金制度（地域再生法）における補助事業者の位置付け
＊位置づけがある場合、「本制度を活用する団体であることが分かる資料（該当部分の抜粋）」を別添１－７（様式自由）として添付してください。



	（２）補助事業の実施体制（事業者名と役割等）

	＊本事業に参画する法人又は個人の名称、本事業の中で担当する役割等を記載ください。
＊補助事業者が民間事業者である場合、補助事業を商店街等で実施することや事業計画に対する商店街等の合意形成の状況について記載ください。
＊必要に応じ「実施体制が分かる資料」を別添１－８（様式自由）として添付してください。
＊専門人材から助言等を受ける場合は、人材の略歴や人材による支援内容を記載ください。
　

	（３）成果と間接補助事業後の取組計画

	１）本事業の実施により目指す成果
①事業内容
　
　

　② 本事業の実施により何を把握するか
	例
	ニーズのある商品・サービス（性別・年代別）、商圏、商店街内の顧客の導線、商店街での滞在時間　等

	







③ ②を把握するためにどのような指標を用いるか
	例
	来店者数（性別、年代、居住地）、消費額（商品・サービス別消費額、消費者数）、滞在時間、商店街内の他の訪問先　等

	







④ ③をどのように測定するか。
	







⑤ 本事業の効果を向上させるため、どのような体制・仕組みをつくるか。
	







２）中長期で何を目指すか（商店街等のあるべき姿に向けた取組）
① 定性的な目標（本事業実施後の取組）
	年度
	目標（取組内容）
	備考

	令和　年度
	
	事業実施翌年度

	令和　年度
	
	

	令和　年度
	
	

	令和　年度
	
	

	令和　年度
	
	



② ①を実現するための定量的な目標（例：商店街内の店舗数、商店街内の空き店舗数（率）、商店街内の新規創業店舗数、商店街内の雇用人数　等）
	指標
	測定方法
	申請時値
	実施
１年後
	実施
２年後
	実施
３年後
	実施
４年後
	実施
５年後

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


＊実施１～５年後の列は、事業を終了した月を基準として毎年同月に測定することを想定して記入してください。

③ ①②により計画のPDCAサイクルを回し、あるべき姿に向けた取組を継続的・効果的に進めていくための体制・仕組み等
　　
　　
④ 収支計画・自立化計画（商店街等新機能導入促進事業（ハード事業）のみ）
　本事業により整備した施設を適正に維持管理するための収支計画を記載してください。
	施設の管理責任者（事業者名）：
	



	
	収入（円）
	支出（円）
	備考

	令和　年度
	
	
	補助事業実施年度

	令和　年度
	
	
	

	令和　年度
	
	
	

	令和　年度
	
	
	

	令和　年度
	
	
	

	令和　年度
	
	
	



【収入見積りの根拠】


【支出内訳】



	２．補助事業の開始及び完了予定日（スケジュール）

	＊「月別のスケジュール（工程表）」を別添２－１（様式自由）として添付してください。



	３．補助事業者の概要

	（１）補助事業者の営む主な事業

	１）商店街等組織の概況
	①商店街等の所在地
	

	②商店街等を構成する店舗数
	

	③商店街等組織の加盟店舗数（組合員数等）
※補助事業者が商店街等組織以外の場合は任意
	

	④商店街等の空き店舗数
	

	⑤商店街等組織の設立年月日
※補助事業者が商店街等組織以外の場合は任意
	

	⑥商店街等の写真
	


＊「①商店街等の所在地」について、「商店街等の区域図」を別添３－１（様式自由）として添付してください。
＊「⑥商店街等の写真」について、「商店街等の写真」を別添３－２（様式自由）として添付してください。
＊商店街等組織が存在しない場合は、可能な限り記入してください。


２）民間事業者の概況（補助事業者が民間事業者である場合）
＊「会社概要」を別添３－３（様式自由）として添付してください。
①民間事業者の概要



②民間事業者の設立年月日


３）補助事業者の組織体制（商店街等組織、民間事業者共通）
＊「定款」又は「規約」を別添３－４（様式自由）として添付してください。
＊「直近の役員名簿」を別添３－５（様式自由）として添付してください。


４）その他（補助事業者の賃金引上げ対応）
＊従業員の賃金引上げを行う場合は、それに係る書類を別添３－６として添付してください。（従業員への賃金引上げに係る誓約書、現在支給している賃金が分かる賃金台帳等）


	（２）補助事業者の財務状況

	１）中小会計指針の適用　　　　有　・　無

２）中小会計要領の適用　　有　・　無

３）財務状況
＊補助事業者の「財務諸表（直近２期分）」を別添３－６（様式自由）として添付してください。

４）資金調達・収益情報
＊資金調達において工夫している点があれば記載ください。
＊収益事業として成功している自主事業があれば概要を記載ください。


	（３）補助事業者の事業実績

	１）類似事業の実績


２）（民間事業者の場合のみ）当該地域のまちづくりや商業活性化活動等への参画状況



	
４．補助金見込額等

	（１）経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
（※１）
	負　担　区　分

	
	
	辰野町からの
補助金額（※２）
	補助事業者（※３）

	
	
	
	


※１．補助金交付の対象として知事が認める経費をいう。
※２．辰野町が定める交付要綱を確認すること。
※３．（負担区分）補助事業者＝補助対象経費－辰野町からの補助金額



（２）積算内訳
＊補助対象経費の積算明細を別添４－１（様式自由）として添付してください。
＊１）２）のうち、該当する事業区分のみを記入してください。

２）商店街等新機能導入促進事業（ハード事業）　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	事業の区分
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金申請額

	
	補助対象経費の区分
	
	
	

	
	
	内訳
	
	
	

	（税抜・税込の別）
	
	
	

	商店街等新機能導入促進事業（ハード事業）
	
	
	

	
	謝金
	
	
	

	
	旅費
	
	
	

	
	事業実施に係る経費
	
	
	

	
	
	会議費
	
	
	

	
	
	施設整備費
	
	
	

	
	
	施設・設備の撤去に係る経費
	
	
	

	
	
	店舗等賃借料
	
	
	

	
	
	内装・設備・施工工事費
	
	
	

	
	
	店舗改造費
	
	
	

	
	
	無体財産購入費
	
	
	

	
	
	備品費
	
	
	

	
	
	借料・損料
	
	
	

	
	
	消耗品費
	
	
	

	
	
	委託費
	
	
	

	
	
	外注費
	
	
	

	
	
	補助員人件費
	
	
	

	
	
	通信運搬費
	
	
	


※１．当該経費で整備する施設等の担保権について
・設定状況（いずれかに◯）：設定済・設定無
・担保権の種類（設定済の場合、設定する担保権の種類を記載）：

（３）資金計画
１）資金計画表
	項目
	金額（円）
	備考

	補助事業に要する経費
	
	

	うち補助金充当（予定）額
	
	

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	
	高度化資金
	
	

	
	金融機関等からの借入金
	
	借入条件：補助事業取得財産の担保予定
有・無

	その他の収入金
	
	




２）借入金がある場合、借入金返済計画の詳細
＊借入金がある場合は、「借入金返済計画」を別添４－２（様式自由）として添付してください。


３）収入金がある場合、収入金の詳細
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